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業務連絡
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第3週
アジア1：東アジアの安全保障

地誌学I ポスト911世界の新地政学2

第二次世界大戦の終結

ヤルタ会談（1945）で旧ソ連対日参戦決定

⇔米英と旧ソ連の間に不信感

日本の敗戦→米軍主導の占領

冷戦の開始冷戦の開始

ヨーロッパでの緊張（1949年ベルリン封鎖）

朝鮮半島分裂（1948年）

中華人民共和国成立（1949年）

朝鮮戦争（1950～53年）

3
ベルリンの壁
（1949年）
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対日講和条約と日米安保体制

日本国憲法（1947年施行）→非武装国家

朝鮮戦争勃発（1950年）

対日講和条約（1952年発効）

西側諸国中心の片面講和

同時に日米安全保障条約 駐留米軍の抑止力同時に日米安全保障条約→駐留米軍の抑止力
に依存（→新安保で米国の防衛義務）

日本の再軍備

1950年警察予備隊

1952年保安隊

1954年自衛隊 5

アメリカの対共産圏外交

共産圏拡大への脅威（1940年代末）

ソ連周辺国へ経済的・軍事的援助（封じ込め）

マッカーシズム

中国革命 ソ連原爆保有→反共ヒステリー（赤狩り）中国革命、ソ連原爆保有→反共ヒステリ （赤狩り）

日本占領から「反共防波堤」・「極東の工場」へ

日米安保体制の役割

アメリカ軍の駐留・前方展開を保証

→日本の防衛政策の根幹
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冷戦期の外交？

7
ベルリンの壁崩壊（1989年）
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90年代以後の戦争への日本の関与

湾岸戦争（1991）

130億ドル拠出、自衛隊派遣せず

戦後に機雷掃海艇派遣

局地紛争の戦後処理・難民救援局地紛争の戦後処理 難民救援

国連平和維持活動（PKO）協力法（1992）

アンゴラ、カンボジア、モザンビーク、エルサル
バドル、ゴラン高原、東チモール、パキスタン等
に自衛隊派遣
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安保再定義（1996年）

「日米安全保障共同宣言」

アジア太平洋地域における不安定性と不確実性

在日米軍の意義を再評価（対中国・北朝鮮）在日米軍の意義を再評価（対中国 北朝鮮）

→現体制・規模の維持と防衛協力の地理的展開

▽

▽

▽
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9・119 11
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9月11日以降の対米支援

2001年10月：テロ対策特別措置法、改正自衛隊
法成立（2年間時限立法→延長）

12月：インド洋で海上自衛隊補給艦による米艦
艇への補給活動開始

2002年12月：イージス艦（防空用ミサイル護衛
艦）をインド洋に派遣

2003年7月：イラク復興特別措置法

初めて陸上自衛隊を他国領土（非戦闘地域）に
派遣
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テロ対策・北朝鮮問題と有事法制

1994年 北朝鮮核危機の回避（米朝合意）
1998年 北朝鮮「テポドン」発射
1999年 不審船に対する海上警備行動
2002年 小泉首相訪朝（日朝平壌宣言）

日本人拉致問題の外交・社会問題化

2003年 有事法制成立
武 攻撃事態対処法武力攻撃事態対処法
安全保障会議設置法（改正）
自衛隊法等（改正）

2004年 小泉首相訪朝
2006年 北朝鮮「テポドン」再発射

「核実験実施」公表
国連安保理非難・制裁決議
六者会合再開
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リーディングより

日米中の協調と牽制
中国の動向

対米：インドへの接近、上海協力機構

対日：首脳交流再開と懸念（ミサイル、EEZ）

日本は豪・印との連携強化

各国の東アジア防衛態勢各国の東アジア防衛態勢
日本：国際平和協力の本体任務化、BMD整備

米国：在韓・在日米軍再編

中国：国防費急増

ロシア：国防費増大、極東地域に核戦力

北朝鮮非核化に向けて
2006年：核開発再開→米国の軟化→六者会合再開

2007年：4カ国各種支援、日本には拉致問題継続
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近年までの安全保障情勢と沖縄

在日米軍

個別的・集団的自衛権

非対称の脅威

弾道ミサイル防衛（BMD）

不安定の弧（東アジア沿海部）

↓

沖縄の地政的意義
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沖縄米軍基地の現状

辺野古

嘉手納基地

普天間基地
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Figure 2.2. The Area of the U.S. Military Bases and Installations (1945-1998)
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沖縄
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19

普天間基地

20

沖縄

東アジア沿海部

不安定の弧
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日本人の防衛意識

内閣府世論調査結果（2006年）から

http://www.mod.go.jp/j/library/bouei-
mondai/1-index.htm
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自衛隊や防衛問題に関する関心
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自衛隊の存在理由

24
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外国から侵略された場合の態度

25

日本の安全を守るための方法

26

日本が戦争に巻き込まれる危険性

27

国際情勢への懸念

朝鮮半島情勢

56.7％ （2000年）から74.4% （2003年）への増加

中東情勢

14 8％ （2000年）から33 9% （2003年）への増加14.8％ （2000年）から33.9% （2003年）への増加
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日本の平和と安全の面から関心を持っていること

29

沖縄米軍基地の現状

辺野古

普天間基地
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沖縄米軍基地の位置づけ

日本本土へ移転することを支持する回答者

42.2％ （1997年）、36.8％（2000年）、34.6％ （2003年）、
51.5％（2006年）と近年まで減少したあと容認へ転化

沖縄国際大学への米軍ヘリ墜落事故（2004年8月）

移設先（名護市辺野古）での反対運動の継続

泉首相 沖縄米 基地本土移転 検討（ 年 ）小泉首相：沖縄米軍基地本土移転の検討（2004年10月）

米軍再編計画の中で基地の移転・削減？

防衛負担の地域的不平等をいつまで放置するのか？

教科書記述（集団死）問題での沖縄の反応（2007年9
月）
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http://www.ryukyushimpo.co.jp/cgi-bin/helicrash/index.cgi/photo/

沖縄国際大学ヘリ墜落
事故（2004.8.14）

宜野湾市民大会
（2004.9.13）

http://www.ryukyushimpo.co.jp/cgi-bin/helicrash/index.cgi/news/citizens/?-quiet=1&page=5
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辺野古での座り込み（2004～） 33 34

海上案への反対→沿岸案へ（2005年）


